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　PRTR制度は、個々の物質を規制するのではなく、化学物質の排出に関する情報を公表することにより、
地域全体で化学物質による環境リスクを減らしていくことを目指した仕組みです。この制度では、国や地方
公共団体などの行政と事業者、そして市民や専門家などが、それぞれの役割を果たしていかなければ、公表
された情報は活かされません。PRTR制度におけるそれぞれの役割を下図に示します。

　PRTR制度による「化学物質に関する情報」を市民、事業者、行政が共有し対話することにより、化学物質
による環境リスクを減らしていくことが期待されています。地域全体で化学物質による環境リスクを減らす
取組を進めるためには、一人一人が生活を見直し、少しでも化学物質の使用や排出を削減するように心がけ
ることと併せて、市民、事業者、行政の間でコミュニケーションを図ることが欠かせません。

　市民には、まず身の周りの化学物質に関心を持ち、公表されたデータを見ることが期待されます。PRTR
制度で情報が公表されるようになっても、私たちが関心を持ってそれを見なければ制度を活かすことができ
ません。毎年一人でも多くの市民がPRTRデータに目を通し、それをきっかけに自らの暮らしを見直したり、
事業者や行政とコミュニケーションを図ったりすることが、社会全体で化学物質による環境リスクを減らし
ていく取組につながります。

PRTR制度におけるそれぞれの役割

国

市 民
●出来ることから行動
●関心を持つ
●情報やデータの収集

事業者

専門家など地方公共団体

●環境リスクの管理
●対策の順位付け
●集計結果の公表
●個別事業所の情報提供・開示
●有害性などの情報提供

●地域環境リスクの管理
●地域ニーズに合わせた
　集計結果の公表

●自主管理の促進
●排出量・移動量の確実な届出
●自主的な情報提供

●対策の立案・提言、
　調査・研究、市民への支援
●リスク評価に必要な
　解説情報の提供

　化学物質による人や動植物への影響を把握するには、科学的な知見が必要です。影響の度合いがわ
かったら（リスク評価）、次は化学物質の量が人や動植物に悪影響を及ぼすレベルにならないよう、適切に
管理すること（リスク管理）が必要になります。
　より合理的にリスクを管理し削減するためには、市民、事業者、行政が化学物質に関する情報を共有し、
意見交換を通じて意思疎通を図ることが必要です。これを「リスクコミュニケーション」と呼んでいます。
　市民や事業者、行政がそれぞれ自分たちの都合だけを主張していては、化学物質による環境リスクを削
減する取組がなかなか進みません。そこで、お互いの考えていることを理解しあい、力を合わせて取組を進
めようとするものです。

（1） リスクコミュニケーションとは

リスク評価
化学物質の有害性とばく露の程度を
評価する。

リスクコミュニケーション
化学物質に関する情報をすべての関係者が
共有し、意見交換を通じて化学物質による
リスクの削減に取り組む

リスク管理
化学物質による人や動植物への悪影
響が生じないよう、適正な範囲にコ
ントロールする。

市民・事業者・行政のそれぞれの役割1 リスクコミュニケーション2
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　「近所のあの工場からどのような化学物質が出ているか、以前から不安」という方は、リスクコミュニケー
ションしたいと思われるかもしれません。また、日頃不安がなくてもリスクコミュニケーションを実施する
ことは重要です。なぜなら、化学物質に対するイメージや考え方は人それぞれだからです。
　リスクコミュニケーションのない状態で、万が一、工場で事故が発生してその影響が住民にも及ぶよう
なことがあった場合、感情的な対立が先行して、建設的な話し合いや有効な対策の推進が困難であったり
遅れたりすることになりかねません。日頃から市民、事業者、行政が情報を交換し、信頼関係を築いておく
ことが必要です。
　では、どのようにリスクコミュニケーションを始めれば良いのでしょうか。

（2） 近隣の工場とリスクコミュニケーションしたい時は

市民からアクションを起こす

　まずは事業者が化学物質についてどのような取組をしているかを知ることから始めると良いでしょう。
　事業者には必ず問合せ窓口がありますので、そこに「PRTR届出状況について説明してほしい」「環
境報告書※1に掲載されている情報について解説してほしい」「環境マネジメントシステム※2やレスポン
シブル・ケア※3の実施状況について説明してほしい」などと要請すれば対応してもらえることが多いで
しょう。個人レベルでも良いのですが、お互いに関心のあるグループ単位で要請した方が、事業者とし
ても対応しやすいでしょう。
　また、市役所等の環境担当部署に「リスクコミュニケーション
したいので仲介してほしい」と依頼してみてください。さらに、事
業者と話し合う前に、個別事業所のデータを入手したり、他の
事業所と排出量を比較したりして予習しておくと効果的です。
　最初から難しい議論をしようとせず、まずは「わからないこと
を聞く」、「自分たちが何を考えているかを知らせる」、また「事業
者の取組を知る」ことから始めましょう。

行政からアクションを起こす

　行政には、市民と事業者が協力して、自主的にリスクコミュニケーションが推進されるよう支援する
ことが求められます。事業者や市民に「リスクコミュニケーションの考え方」「実践方法」「得られるメ
リット」などを説明しリスクコミュニケーションを促すとともに、事業者や市民から「リスクコミュニ
ケーションしたい」という手が挙がったら、積極的に協力しましょう。

事業者からアクションを起こす

　事業者は、地域清掃への協力、お祭り等のイベントへの協賛など、地域社会との関わりを持っている
こともあります。おそらくは総務部門が担当していることと思いますので、環境安全部署の方は、すで
に地域住民との信頼関係がある部署のチャネルを通じてコ
ミュニケーションを始めれば、テーマを化学物質に移しても、
比較的すんなりとコミュニケーションが進められると思われ
ます。
　また、市役所等に相談し、町内会長など地域住民の核とな
る方の紹介を要請してみてください。

※1　「環境報告書」については、116ページをご参照ください。
※2　「環境マネジメントシステム」については、116ページをご参照ください。
※3　「レスポンシブル・ケア」については、115ページをご参照ください。

リスクコミュニケーションを支援する仕組み

化学物質に関する情報提供01
コラム

化学物質ファクトシート
　環境省では、第一種指定化学物質について、個々の情報をわか
りやすく整理し、簡素にまとめた「化学物質ファクトシート」を
ホームページで公開しています。
　ファクトシートには、以下のような項目について、専門家以外の
方にもわかりやすく整理されています。

①物質名、別名、PRTR管理番号／政令番号、CAS登録番号、構造式、性状
②用途（その化学物質がどのように使用されているか）
③排出・移動（環境中への排出量・移動量、主な排出源、主な排出先媒体（大気、公共用水域等）など）
④環境中での動き（環境中に排出された後の化学物質の動き、当該物質が主に存在する媒体など）
⑤PRTR対象物質に選ばれる理由となった人健康影響や生態影響のデータ、並びに、最新の人健康
影響や生態影響のリスク評価等の情報
⑥基本的な情報の一覧表（生産量、排出・移動量、PRTR対象選定理由、環境データ、適用法令等）
⑦引用・参考文献及び用途に関する参考文献のリスト

かんたん化学物質ガイド
　環境省では、家庭や自動車等の身近なところから排
出される化学物質について、市民が自らの生活と関連
付けて考え、化学物質の正しい利用や廃棄など、市民
一人一人ができる環境リスクの低減のための取組につ
いて考えるきっかけとなるよう、子どもにも親しみやす
い小冊子形式で「かんたん化学物質ガイド」を環境省
のホームページに公開しています。
　かんたん化学物質ガイドシリーズは、①生活編（総
論編）、②乗り物編、③洗剤編、④殺虫剤編、⑤塗料・
接着剤編が発行されています。

https://www.prtr.env.go.jp/factsheet/HP

https://www.env.go.jp/chemi/communication/guide/index.htmlHP
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※４　本表示の説明は JISZ7252:2025 に引用された国連GHS文書改訂 9版に基づくものです。

リスクコミュニケーションを支援する仕組み

GHS（化学品の分類及び表示に関する世界調和システム）03
コラム

https://www.env.go.jp/chemi/ghs/HP

リスクコミュニケーションを支援する仕組み

化学物質アドバイザー02
コラム

　化学物質やその環境リスクに関する話は、専門的になりがちで、市民には理解できないことも多々
あります。また、事業者の中にも「化学物質は使っているが、詳しい知識が必ずしもあるわけではな
く、うまく説明できない」場合もあります。そのような状態でコミュニケーションをしても、相手の説
明が理解できなかったり、場合によっては「難しい言葉ばかりを並べ立てられて言いくるめられてし
まった」というようなマイナスイメージを持ってしまったりします。

　そこで、環境省では化学に関する知識が少ない市民や化学物質の専門家でない事業者を知識の
面から支援する仕組みとして「化学物質アドバイザー」制度を設けています。

　化学物質アドバイザーの活躍場面はリスクコミュニケーションの場だけではありません。この他に
「身の周りの化学物質について」、「界面活性剤（洗剤）について」など皆さんの生活に密接に関わって
いる化学物質をより理解していただけるようお手伝いをしています。もちろん、行政や事業者の内部
研修会や行政が主催する各種説明会にも講師として参加し、幅広く活躍しています。

　GHS（Globally Harmonized System of Classification and Labelling of Chemicals）と
は、化学品の危険有害性（ハザード）ごとの各国の分類基準及びラベルや安全データシートの内容を
調和させ、世界的に統一したルールとして提供するというものです。
　GHSで分類・表示される危険有害性としては、爆発性や引火性、急性毒性、発がん性、水生環境有
害性などがあり、それぞれに危険有害性の程度に応じた絵表示（ピクトグラム）と、｢危険｣または｢警
告｣という注意喚起のための表示（注意喚起語）などが決められています。さらに、ラベルには、｢飲み
込むと生命に危険｣といった危険有害性情報､応急処置や廃棄方法といった注意書きが付けられま
す。
　GHSは、世界的に統一された分類・表示により、化学品の危険有害性をわかりやすくすることを目
的とした仕組みであり、この制度の導入により、化学品による事故などを減らすことが期待されま
す。また、化学品を購入する時に、人の健康や環境に配慮した製品を選択することができるようにな
ります。
　具体的には、化学品の製造業者や輸入業者などが、GHSで決められた基準に従って化学品を分類
し、表示を行っていくこととなります。販売業者や消費者などは､この分類表示により、身の周りにあ
る化学品の危険有害性をより正しく知ることができるようになります。
　また、それらの表示に従って化学品を正しく取り扱うことで、誤った取扱いによって引き起こされる
事故などを防ぎ、人の健康及び環境の保護がより進むことが期待されます。

https://www.env.go.jp/chemi/communication/taiwa/index.htmlHP

化学物質アドバイザーに関する
お問い合わせ先は
下記URLで確認してください。

GHSの絵表示※4

酸化性ガス
酸化性液体
酸化性固体

可燃性ガス（区分1A、1B、1A自然
発火性ガス、1A化学的に不安定なガ
スA、 1A化学的に不安定なガスB）
エアゾール（区分1、区分2）
加圧下化学品（区分1、区分2）
引火性液体（区分1～3）
可燃性固体
自己反応性化学品（タイプB～F）
自然発火性液体
自然発火性固体
自己発熱性化学品
水反応可燃性化学品
有機過酸化物（タイプB～F）
鈍性化爆発物

爆発物(区分1、区分2A、区分2B）
自己反応性化学品（タイプA、B）
有機過酸化物（タイプA、B）

金属腐食性化学品
皮膚腐食性（区分１）
眼に対する重篤な損傷性
（区分１）

爆発物（区分2C）
急性毒性（区分4）
皮膚刺激性（区分2）
眼刺激性（区分2/2A）
皮膚感作性
特定標的臓器毒性（単回ば
く露）（区分3）
オゾン層への有害性

水生環境有害性
（短期（急性）区分1、
 長期（慢性）区分1、
 長期（慢性）区分2）

呼吸器感作性
生殖細胞変異原性
発がん性
生殖毒性（区分1、区分2）
特定標的臓器毒性（単回ばく露）
（区分1、区分2）
特定標的臓器毒性（反復ばく露）
誤えん有害性

急性毒性
（区分1～区分3）

高圧ガス
加圧下化学品
（区分1～3）
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※４　本表示の説明は JISZ7252:2025 に引用された国連GHS文書改訂 9版に基づくものです。
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　PRTRデータを市民が有効活用できるように、わ
かりやすく情報提供する市民のネットワークです
（2002年任意団体として発足、2004年10月NPO法
人として認可）。
　PRTR情報を活用して、有害化学物質削減に取り
組んでおり、ホームページ上のPRTR検索データベー
スでは、さまざまな検索方法でPRTR届出情報の閲
覧や比較をすることができます。

例） 個別の工場や会社を
　  名称・業種・住所で検索　など

　災害・事故時に突発的に化学物質が漏えいや流出等した場合、平時の場合と異なり、行政担当者
や専門家は迅速かつ、さまざまな対応が求められます。特に近年は自然災害が頻発化し被害も
甚大化しており、緊急時への備えと対応力の強化が重要になっています。
　D.Chem-Core は、そうした状況において、化学物質の環境リスクに対応する情報基盤として
活用できるウェブサイトです。 誰でも自由に利用することができ、 事業者や市民を交えたリスク
コミュニケーションの場においても活用することができます。

①地図で、確認したい地域を選択
　【目的別メニュー】 > 【地理情報検索】 > 
　【地図からのPRTR 事業所検索】
※トップメニューの【地図検索】でも、
直接【地図からPRTR 事業所検
索】に移動します。【目的別メ
ニュー】の他の項目も眺めてみてく
ださい。

②見たい地域に地図を拡大
▶見たい地域を地図表示画面の中央
付近に置き、[+]で拡大。見たい位
置から地図がズレ始めたときは、
ドラッグで中央付近に動かして繰
り返す。
▶拡大していき [届出事業所描画・
追加]の文字が灰色から黒色に変
わると、地図上にPRTR 事業所の
プロットができる。
※例示では、製造業の一部（食料品
製造業～窯業・土石製品製造業）
を選択しています。

③地図内の右上の　  にマウスカーソルを合わせ、ポップ
アップから表示内容を選択
※例示ではポップアップ表示で「淡色地図」「ハザード
マップ：洪水・浸水」を選択しています。

※河川ライン表示は、右上部の[地図検索]>【河川ライ
ン】描画 > [河川描画]で行っています。

④事業所位置に置かれた　 などの業種別アイコンを
クリック

▶事業所名称などが表示される。さらに、[詳細表示]ボ
タンを押すと、画面下方に届出物質の一覧（物質名、
排出量、移動量、推定在庫量など）が閲覧できる。

活用の一例を示しますので、ぜひ、アクセスして操作してみてください。

（1） NGO・NPOの取組

（2） D.Chem-Core（ディーケムコア、災害・事故時の環境リスク管理に
　　 関する情報基盤）を使ってみよう!PRTRデータの活用例3

特定非営利活動法人 有害化学物質削減ネットワーク（略称：Ｔウォッチ）

https://toxwatch.net

https://www.nies.go.jp/dchemcore/

　1990年に「化学物質と環境との調和」という目標
を掲げて設立され、幅広い立場の人が化学物質に関
する最新情報を共有し、意見交換できる場を提供し
ています。
　ホームページ上のPRTR情報には、リスクの高い地
域や物質がわかる「市区町村別の毒性重み付け排出
量」とその順位や原因物質、自主管理の目標となる｢
環境管理参考濃度｣、対象化学物質の｢用途や毒性・
物性｣などがわかりやすく掲載されています。

エコケミストリー研究会

http://www.ecochemi.jp

この他にもさまざまな団体で活動が行われています。

大量降雨時に洪水が想定される地域とPRTR 届出事業所を地図上に表示してみる。活用例

市民ガイドブックでは、2024 年発行分から D.Chem-Core を紹介しています。
継続的に機能追加していますので、以前利用された方も、もう一度利用してみてはいかがですか。
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　新潟県では、新潟市との共催、新潟県環境保全連合会の後援により、事業者の化学物質に係るリスク管理やリスクコミュ
ニケーションの促進を目的として「環境リスクコミュニケーション研修会」を毎年継続して実施しています。
　令和７年度においても、電子メール、郵便物等で開催周知をはかり、99事業者199名、行政担当者8機関16名、総勢215
名の参加により実施されました。毎年のセミナー内容は、新潟県ホームページでも公開しています。
https://www.pref.niigata.lg.jp/site/kankyo/20260318risukomyu.html

　岡山県では、事業者の環境コミュニケーションへの取組意識の向上、基礎知識や実践方法等について理解を深めていた
だくため、「事業者のための環境コミュニケーションセミナー」を継続して開催しています。令和７年度はオンラインによるＬ
ＩＶＥ方式で開催し、事業者総勢142名の参加により実施されました。毎年のセミナー内容は、岡山県ホームページでも公
開しています。https://www.pref.okayama.jp/page/337958.html

（３）地方公共団体・事業者の取組

新潟県：事業者の「化学物質に係るリスク管理」や「リスクコミュニケーション」を促進する取組

岡山県：事業者による環境コミュニケーション推進に向けた取組事例

１．毎年のセミナー時にアンケートを実施しており、県では事業者の知りたいニーズを把握して、次年度の内容に反映させる
ことで、より良い研修となるようにしています。

２．個々の事業者からリスクコミュニケーション取組を発表してもらうことで、研修会参加事業者は具体的な事例に触れることができます。

【新潟県の研修会の特徴・ポイント】

１．セミナー開催までの流れの確立
　開催計画の策定（時期、内容、講師案等）から、講師派遣依頼、広報チラシの作成、セミナー開催案内の配布
（PRTR届出事業者等へのＤＭ送付）までの一連の流れが確立しています。

２．研修会開始前の準備
　セミナー申込時にいただいた事業者からの事前質問を講師の方にお知らせしています。参加者の疑問点や
関心の高い項目をあらかじめ把握し、講演の中で触れていただくことによって、参加者にとって満足度の高い双
方向の講演になるようにしています。

３．研修会終了時の参加者へのアンケート調査の実施
　オンライン会議退出時のアンケート画面にて、セミナーの改善点や事業者のニーズを把握して翌年度のプロ
グラム構成に生かしています。
　令和７年度は参加者142名中、108名の方々から回答をいただき、今後のセミナー内容の要望とともに、「環
境コミュニケーションの取組事例の発表に協力できる」と記載いただいた事業者もありました。

２．「職場でのリスク評価について」～労働安全面からの化学物質管理～
　　講師：岡山労働局労働基準部
　令和４年の労働安全衛生法施行令・施行規則等の改正により、
化学物質管理は、国による規制の遵守から事業者自らがリスク評
価して対策を行う「自律的管理」に移行しました。自律的管理を進
めるために、実務で具体的に何をすべきか、４段階のステップに分
けて講演いただきました。
ステップ１：取扱い化学物質の把握とその方法、リスクアセスメント
 の対象是非、受ける法規制
ステップ２：体制整備（化学物質管理者、保護具着用管理責任者等の選任）
ステップ３：化学物質リスクアセスメント（危険性・有害性の調査）の
 実施と改善検討の優先順位
ステップ４：実践の具体論

３．環境コミュニケーション取組事例 ～事業者プレゼン～
　 講師：倉敷化工株式会社
　岡山県内のPRTR排出量上位３物質は、トルエン、キシレン、ヘ
キサンです。これらの有機溶剤を使用し、かつ、環境コミュニケー
ションにも積極的な倉敷化工株式会社様に(1)製造工程における
「化学物質の保管・使用設備の取扱い」「化学物質使用者の健康
管理」といったシチュエーション毎に化学物質規制の動向を把握
して対処することの重要性、さらにはそれが実際に順守できてい
るかをチェックする具体的手法について、(2)環境コミュニケー
ションの取組事例として、地域との共生の観点から実施されてい
る工場周囲の環境保全活動について講演いただきました。

１．「化学物質の災害事例と地域の方への化学物質リスクの伝え方」
　　講師：環境省事業 化学物質アドバイザー　岡部　正明　氏
　「化学物質」による災害事例や健康被害の事例」を紹介し、「事業者が講じるべき
対策」を主要なテーマに掲げ、セミナー開催の２か月前から化学物質アドバイザー
と内容をすり合わせ、県の要望に応じた講演内容に調整していただきました。
また、昨年度の事業者アンケートを踏まえ、「地域の方への化学物質リスクの伝え
方」について、事業者が身近なところから始められるリスコミ取組方法等を解説し
ていただきました。

【令和７年度 環境リスクコミュニケーション研修会（令和８年３月１８日）】

２．リスクコミュニケーション事例発表
　　株式会社東邦アーステック
　同社は、新潟の地下にある太古の海水である「かん水」から
「ヨウ素」と「水溶性天然ガス」を採取し、家庭へ天然ガスの
供給、国内外へヨウ素の販売を行っている新潟市本社の国内
有数の事業者です。
　地域や住民への対応としての環境リスクコミュニケーショ
ンに加え、自らの事業活動をマンガで紹介した冊子を教材と
して毎年小学校に寄贈したり、地元紙へのわかりやすい広告
を出稿してお知らせしたりすることで、地域の方との関係性強
化とリスク情報を正確に理解していただく取組を実施しています。
　研修会参加の他の事業者からも、「地域の方の理解を深める活動を丁寧に行って
いる」「自社に置き換えたイメージもできて非常に参考になった」との声がありまし
た。

３．県内における化学物質排出量について
　 新潟県環境局 環境対策課（県からのお知らせ）
　同課では、国による化学物質排出量等の公表に合わせ、「特定化学物質の環境への排
出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（化管法）及び「新潟県環境基本計
画」に基づいて集計結果を公表しています。
　県の特徴としては、トリクロロエチレン（特定第一種指定化学物質（大気汚染防止法
の有害大気汚染物質の優先取組物質に指定）の排出量が多く（全国ウェイト20％）、事
業者による厳重な取扱いと自主的な排出削減をあらためて要請しました。　

４．産業廃棄物処理の委託契約書に含まれるべき事項の追加について
　 新潟県環境局 資源循環推進課（県からのお知らせ）
　令和８年１月１日施行となった廃棄物処理法施行規則の一部改正（廃棄物処理委託
契約書への化管法第一種指定化学物質の情報記載の義務化）について説明するととも
に、廃棄物処理法に関する市町村別の問い合わせ窓口を紹介し、適切な運用を要請しま
した。
　参加者からは、実務に沿った内容の研修として高評価をいただき、今後とも実務に役
立つ同種研修の継続実施の要望がありました。

１．「化学物質管理と環境（リスク）コミュニケーション」～環境面からの化学物質管理～
　  講師：環境省事業 化学物質アドバイザー 寺沢 弘子 氏
　環境面からの化学物質管理を実践するため、化学物質や環境
関連の国内法規制の説明に加え、災害に備えた化学物質対策の
推進手順を中心に講演いただきました。
　①リスクを評価する前提となる情報を収集・整理することとその具
体例

　②化学物質の危険有害性、保管量、施設や設備の状況、立地や気象
条件等から漏えいした化学物質の拡散性を想定したリスクの見積
りと把握

　③評価結果をもとにして優先度を決めた対策の実行、ＢＣＰ（事業
継続計画）への落とし込み

　また、よりよい環境（リスク）コミュニケーションを実施するための方
策についてアドバイスをいただきました。

【令和７年度 環境コミュニケーションセミナー（令和８年２月５日）】

【岡山県が継続開催できるポイント】
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　新潟県では、新潟市との共催、新潟県環境保全連合会の後援により、事業者の化学物質に係るリスク管理やリスクコミュ
ニケーションの促進を目的として「環境リスクコミュニケーション研修会」を毎年継続して実施しています。
　令和７年度においても、電子メール、郵便物等で開催周知をはかり、99事業者199名、行政担当者8機関16名、総勢215
名の参加により実施されました。毎年のセミナー内容は、新潟県ホームページでも公開しています。
https://www.pref.niigata.lg.jp/site/kankyo/20260318risukomyu.html

　岡山県では、事業者の環境コミュニケーションへの取組意識の向上、基礎知識や実践方法等について理解を深めていた
だくため、「事業者のための環境コミュニケーションセミナー」を継続して開催しています。令和７年度はオンラインによるＬ
ＩＶＥ方式で開催し、事業者総勢142名の参加により実施されました。毎年のセミナー内容は、岡山県ホームページでも公
開しています。https://www.pref.okayama.jp/page/337958.html

（３）地方公共団体・事業者の取組

新潟県：事業者の「化学物質に係るリスク管理」や「リスクコミュニケーション」を促進する取組

岡山県：事業者による環境コミュニケーション推進に向けた取組事例

１．毎年のセミナー時にアンケートを実施しており、県では事業者の知りたいニーズを把握して、次年度の内容に反映させる
ことで、より良い研修となるようにしています。

２．個々の事業者からリスクコミュニケーション取組を発表してもらうことで、研修会参加事業者は具体的な事例に触れることができます。

【新潟県の研修会の特徴・ポイント】

１．セミナー開催までの流れの確立
　開催計画の策定（時期、内容、講師案等）から、講師派遣依頼、広報チラシの作成、セミナー開催案内の配布
（PRTR届出事業者等へのＤＭ送付）までの一連の流れが確立しています。

２．研修会開始前の準備
　セミナー申込時にいただいた事業者からの事前質問を講師の方にお知らせしています。参加者の疑問点や
関心の高い項目をあらかじめ把握し、講演の中で触れていただくことによって、参加者にとって満足度の高い双
方向の講演になるようにしています。

３．研修会終了時の参加者へのアンケート調査の実施
　オンライン会議退出時のアンケート画面にて、セミナーの改善点や事業者のニーズを把握して翌年度のプロ
グラム構成に生かしています。
　令和７年度は参加者142名中、108名の方々から回答をいただき、今後のセミナー内容の要望とともに、「環
境コミュニケーションの取組事例の発表に協力できる」と記載いただいた事業者もありました。

２．「職場でのリスク評価について」～労働安全面からの化学物質管理～
　　講師：岡山労働局労働基準部
　令和４年の労働安全衛生法施行令・施行規則等の改正により、
化学物質管理は、国による規制の遵守から事業者自らがリスク評
価して対策を行う「自律的管理」に移行しました。自律的管理を進
めるために、実務で具体的に何をすべきか、４段階のステップに分
けて講演いただきました。
ステップ１：取扱い化学物質の把握とその方法、リスクアセスメント
 の対象是非、受ける法規制
ステップ２：体制整備（化学物質管理者、保護具着用管理責任者等の選任）
ステップ３：化学物質リスクアセスメント（危険性・有害性の調査）の
 実施と改善検討の優先順位
ステップ４：実践の具体論

３．環境コミュニケーション取組事例 ～事業者プレゼン～
　 講師：倉敷化工株式会社
　岡山県内のPRTR排出量上位３物質は、トルエン、キシレン、ヘ
キサンです。これらの有機溶剤を使用し、かつ、環境コミュニケー
ションにも積極的な倉敷化工株式会社様に(1)製造工程における
「化学物質の保管・使用設備の取扱い」「化学物質使用者の健康
管理」といったシチュエーション毎に化学物質規制の動向を把握
して対処することの重要性、さらにはそれが実際に順守できてい
るかをチェックする具体的手法について、(2)環境コミュニケー
ションの取組事例として、地域との共生の観点から実施されてい
る工場周囲の環境保全活動について講演いただきました。

１．「化学物質の災害事例と地域の方への化学物質リスクの伝え方」
　　講師：環境省事業 化学物質アドバイザー　岡部　正明　氏
　「化学物質」による災害事例や健康被害の事例」を紹介し、「事業者が講じるべき
対策」を主要なテーマに掲げ、セミナー開催の２か月前から化学物質アドバイザー
と内容をすり合わせ、県の要望に応じた講演内容に調整していただきました。
また、昨年度の事業者アンケートを踏まえ、「地域の方への化学物質リスクの伝え
方」について、事業者が身近なところから始められるリスコミ取組方法等を解説し
ていただきました。

【令和７年度 環境リスクコミュニケーション研修会（令和８年３月１８日）】

２．リスクコミュニケーション事例発表
　　株式会社東邦アーステック
　同社は、新潟の地下にある太古の海水である「かん水」から
「ヨウ素」と「水溶性天然ガス」を採取し、家庭へ天然ガスの
供給、国内外へヨウ素の販売を行っている新潟市本社の国内
有数の事業者です。
　地域や住民への対応としての環境リスクコミュニケーショ
ンに加え、自らの事業活動をマンガで紹介した冊子を教材と
して毎年小学校に寄贈したり、地元紙へのわかりやすい広告
を出稿してお知らせしたりすることで、地域の方との関係性強
化とリスク情報を正確に理解していただく取組を実施しています。
　研修会参加の他の事業者からも、「地域の方の理解を深める活動を丁寧に行って
いる」「自社に置き換えたイメージもできて非常に参考になった」との声がありまし
た。

３．県内における化学物質排出量について
　 新潟県環境局 環境対策課（県からのお知らせ）
　同課では、国による化学物質排出量等の公表に合わせ、「特定化学物質の環境への排
出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（化管法）及び「新潟県環境基本計
画」に基づいて集計結果を公表しています。
　県の特徴としては、トリクロロエチレン（特定第一種指定化学物質（大気汚染防止法
の有害大気汚染物質の優先取組物質に指定）の排出量が多く（全国ウェイト20％）、事
業者による厳重な取扱いと自主的な排出削減をあらためて要請しました。　

４．産業廃棄物処理の委託契約書に含まれるべき事項の追加について
　 新潟県環境局 資源循環推進課（県からのお知らせ）
　令和８年１月１日施行となった廃棄物処理法施行規則の一部改正（廃棄物処理委託
契約書への化管法第一種指定化学物質の情報記載の義務化）について説明するととも
に、廃棄物処理法に関する市町村別の問い合わせ窓口を紹介し、適切な運用を要請しま
した。
　参加者からは、実務に沿った内容の研修として高評価をいただき、今後とも実務に役
立つ同種研修の継続実施の要望がありました。

１．「化学物質管理と環境（リスク）コミュニケーション」～環境面からの化学物質管理～
　  講師：環境省事業 化学物質アドバイザー 寺沢 弘子 氏
　環境面からの化学物質管理を実践するため、化学物質や環境
関連の国内法規制の説明に加え、災害に備えた化学物質対策の
推進手順を中心に講演いただきました。
　①リスクを評価する前提となる情報を収集・整理することとその具
体例

　②化学物質の危険有害性、保管量、施設や設備の状況、立地や気象
条件等から漏えいした化学物質の拡散性を想定したリスクの見積
りと把握

　③評価結果をもとにして優先度を決めた対策の実行、ＢＣＰ（事業
継続計画）への落とし込み

　また、よりよい環境（リスク）コミュニケーションを実施するための方
策についてアドバイスをいただきました。

【令和７年度 環境コミュニケーションセミナー（令和８年２月５日）】

【岡山県が継続開催できるポイント】
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　化学物質アドバイザーは、リスクコミュニケーションを通じ、地域における化学物質による環境リスクにつ
いての理解の促進と、市民と事業者等との対話をより効果的に進めるための人材です。
　化学物質アドバイザー制度の発足以降、時代や環境の変化に合わせて活用実態も変化してきており、ここ
では、直近年度における「活用状況」と「活動内容（依頼内容）」を振り返り、地方公共団体、事業者、市民のみ
なさまそれぞれが、あらためて化学物質アドバイザーを活用されることをご提案します。

（4）こうして化学物質アドバイザーを活用してみよう！！

都府県別・依頼者別の活用回数

地方
公共団体

NGO、NPO
その他事業者 合計

2
0
3
0
0
5
3
0
1
4
2

岩手県
宮城県
福島県
茨城県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
山梨県

0
1
0
0
1
1
1
5
0
1
0

0
0
0
1
0
1
0
4
0
0
0

2
1
3
1
1
7
4
9
1
5
2

2
0
2
1
2
0
2
2
0
3
34

長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
大阪府
岡山県
山口県
福岡県
合　計

0
1
3
0
0
1
3
1
1
0
20

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
6

2
1
5
1
2
1
5
3
1
3
60

１．直近３年間（令和５年度～７年度）の都道府県別・依頼者別の活用状況
　直近３年間での化学物質アドバイザーの利用は、右表のとおり21
都府県あり、派遣実績は計60回でした。制度開始以来の累積派遣実
績では、埼玉県が85回と最多となっています。
　依頼者別では、地方公共団体と事業者で大半を占めており、今後、
NGO（市民グループ）等による一層の活用が望まれます。
　地方公共団体からは、行政主導のリスクコミュニケ―ション研修会
や化学物質対策セミナー等の講師として１４府県で派遣依頼がありま
した。埼玉県、新潟県、福島県、千葉県、福岡県等で複数回活用されて
いる一方、33都道府県からは派遣依頼がなく、活用状況が二極化し
ているのが実情です。
　事業者からは、化学物質の安全管理、事故防止策、リスクアセスメ
ント等の社内勉強会の講師としての依頼が中心で、東京都、大阪府、
静岡県の事業者の活用が目立っています。

３．さまざまな派遣形態への対応
　また、派遣の形態も多様化しています。対面でのリスクコミュニケーションや勉強会への派遣に加え、最
近では、オンライン開催も増え、さらには都道府県公式YouTubeでの動画配信等により、現地に出向かず
に対応する案件も多くなっています。物理的・時間的な制約に縛られず、化学物質アドバイザー活用の自由
度は高くなっており、ニーズに応じていろいろな選択肢からご検討ください。

　いかがでしょうか。化学物質アドバイザーは活用
してみるとその良さがわかります。
幅広い視点でいろいろな選択肢から活用を検討し
てみてはいかがでしょうか。

２．多様化・複雑化した講演依頼にも対応
　直近３年間の講演依頼内容テーマのトップ５は右表のと
おりです（複数回答あり）。特に、「化学物質に関する最新法
令の解説」と「災害に備えた化学物質管理」は、最近顕著に
依頼が多くなった講演テーマです。
　化学物質を規制する法律は多岐にわたり、事業
者にとって、取り扱う化学物質についての最新の法
律を理解しておくことは非常に重要です。化学物質
排出把握管理促進法（化管法）だけでなく、改正さ
れた化学物質関連法令（労働安全衛生法等）も含
め、重層的な化学物質関連法令の解説依頼が増え
ています。
　化管法やリスクコミュニケーションに加えて、幅
広い視点で化学物質アドバイザーの活用を考えて
みましょう。

1
2
3
4
5

化学物質の安全管理について
化学物質全般のリスクの考え方
リスクコミュニケーションについて
化学物質に関する最新法令の解説
災害に備えた化学物質管理について

41
36
24
17
13

講師としての依頼内容テーマ 派遣回数

相談・派遣のお申し込み

https://www.env.go.jp/chemi/communication/
taiwa/irai/jimukyoku.html

https://www.env.go.jp/chemi/communication/taiwa/irai/jimukyoku.html



